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１ 報告の趣旨 

北海道環境基本条例第 8 条に基づき、本道における環境の状況や講じた施策の内容等

を年次報告として取りまとめ、毎年、議会に報告するもの 

 

２ 構成 

 ○ 「環境トピックス」と令和5年度の「環境の状況及び取組実績(6つの章）」で構成 

  ○ 北海道環境基本計画［第3次計画］(令和3年3月改定)の施策体系に沿って作成 

 

 

 

 

序 章 環境トピックス 

第１章 地域から取り組む地球環境の保全 

第３章 自然との共生を基本とした環境の保全と創造 

第５章 共通的・基盤的な施策 

 

第２章 北海道らしい循環型社会の形成 

第４章 安全・安心な地域環境の確保 

第６章 地域における主な環境保全の取組 

 

３ 各章の内容 

序章 環境トピックス 

  （１）ゼロカーボン北海道の実現に向けた取組について 

・本道の温室効果ガス排出量を 2030 年度までに 2013 年度比で 48%削減し 2050 年ま

でに排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボン北海道」実現に向けた取組を推進 

・令和 5年度（2023 年度）に、取組をより一層加速するための北海道地球温暖化防 

止対策基金（通称：ゼロカーボン北海道推進基金）を新たに設置 

 

（２）野生動物とのあつれき低減に向けた取組について 

   ①ヒグマ対策について 

・令和 5年(2023 年)10 月からは、14(総合)振興局の職員をヒグマ対策室に兼務発 

令を行い、本庁・振興局が一体となり機動的に市町村を支援する組織体制を構築 

・市街地への出没を想定した対応訓練や、解決が困難な事案に対する専門家の派遣、 

AI 技術により個体を識別する事業などを実施 

 

   ②エゾシカ対策について 

・令和 6年（2024 年）１月から令和 8年（2026 年）12 月までの３年間を、エゾシ 

カ対策推進条例に基づく「緊急対策期間」として設定し、捕獲対策を強化 

・エゾシカ肉処理施設認証制度による事業者の能力やスキルの底上げや、エゾシカ 

肉を活用した商品の開発促進、品質向上に向けた検討を実施 

 

 （３）北海道 e-水プロジェクトの取組について 

   ・平成 22 年（2010 年）から道、北海道コカ･コーラボトリング株式会社及び(公財)北 

海道環境財団により、本道の豊かな水資源を守る「北海道ｅ-水プロジェクト」を実施 

   ・事業開始から 15 年目となる令和 6年度（2024 年度）からは、未来を担う若者世 

代の自主的な取組を支援する助成コースを新設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 3 - 

第１章 地域から取り組む地球環境の保全 
 
 ［主な状況］ 
 

 

■道内の温室効果ガス排出量と道民１人当たりの排出量（令和 4年度(2022 年度)：推計値） 

 ・道内の温室効果ガス排出量は、4,812 万 t-CO2、前年度比で 1.4％減、 

2013 年度比で 34.7％減  

 ・道民１人当たりの温室効果ガス排出量は、11.3t-CO2（全国平均 9.1t-CO2 ）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［主な取組］ 

 

  ■「緩和」の推進に向けた道の取組 

  ・北海道地球温暖化防止対策基金を活用して、多様な主体の協働による社会システム 

の脱炭素化、豊富な再生可能エネルギーの最大限の活用などの取組を重点的に実施 

・道民や事業者の方々にゼロカーボンの取組を広く呼びかけ、出来ることから一緒に 

実践していく「ゼロカーボン北海道チャレンジ！」プロジェクトを推進 

  ・森林による CO2吸収量の維持・増加に向けた活力ある森林づくり、建築物等での道 

産木材の利用、道有林におけるカーボンオフセットの取組を推進 

 

 ■「適応」の推進に向けた道の取組 

  ・「北海道気候変動適応センター」（令和 3年（2021 年）4月設置）を中心に、「本 

道の強みを活かす適応の取組の推進」など 4つの基本方向を掲げて取組を推進 

・道内における適応に関する研究論文や取組事例を収集し、センターのウェブサイト 

   で公表するなど、適応に関する情報のプラットフォーム化を推進 

・北海道における熱中症リスクや搬送者数の将来予測を行うために必要な情報収集・ 

分析及び予測計画を作成 

 

「速報値」：2023(R5)年７月末日時点で入手可能な統計等から必要なデータを推計し、2020(R2)年度の温室効果ガスの予測値を算出 
「推計値」：2023(R5)年７月末日時点で入手可能な統計等に加え、未入手の統計データを他の統計実績値から推計し、2021(R3)年度の排

出量の概算値を算出 
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（年度） 

第２章 北海道らしい循環型社会の形成 
 
 ［主な状況］ 
 

 

 ■ごみの排出量 

 ・道民１人１日当たり排出量は減少傾向、目標(R6)900g/人・日に対し、937g/人・日（R3） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

［主な取組］ 
 

 ■
スリー

３
アール

Ｒ （※）の推進 

   ・３Ｒの取組を道民運動として定着させるため、市町村などと連携した３Ｒキャン 

   ペーンを実施 

   ・知事メッセージ「プラスチックとの賢い付き合い方」の発信などによるプラスチッ 

クごみ削減に向けた取組の実施 

    ※ Reduce（発生抑制）、Reuse（再使用）、Recycle（再生利用）の３つのＲ(アール)の総称 

 

 ■廃棄物の適正処理の推進 

  ・令和 4年（2022 年）7月に「北海道ごみ処理広域化・処理施設集約化計画」を策定 

   し、市町村等と連携しながらごみ処理の広域化・集約化を推進 

  ・不法投棄等の防止に向け、ヘリコプターからの上空監視や廃棄物運搬車両の路上検 

 問のほか、監視カメラやドローンを活用した監視活動などを実施 

・ＰＣＢ廃棄物等の実態把握や処理期限内の確実・適正な処理完了を図るため、電気 

   機器のＰＣＢ分析費用の補助を実施 

 

 ■バイオマスの利活用の推進 

  ・「北海道バイオマスネットワーク会議」によるセミナーの開催などによる先進的な 

利活用情報の発信 

 

 ■循環型社会ビジネスの振興 

  ・事業者、有識者、行政機関で構成する「北海道循環資源利用促進協議会」において、 

廃棄物の資源化に向けた課題解決の取組などを検討 

  ・循環資源利用促進税を活用して、リサイクル等設備の整備や研究開発に対する補 

助、中小企業等へのリサイクルアドバイザーの派遣などを実施 
  ・道の認定制度に基づくリサイクル製品及びリサイクルブランド製品の普及啓発 
 
 
 
 

■ごみの排出量（1 人 1 日当たり） （g/人・日） 
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（年度） 

第３章 自然との共生を基本とした環境の保全と創造 
 
 ［主な状況］ 
 
■全道におけるエゾシカの推定生息数など 

  ・生息数は、約 73 万頭と推定（令和 5年度（2023 年度）） 
  ・捕獲数は、約 15 万頭（令和 5年度（2023 年度）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ［主な取組］ 

 

 ■自然環境等の保全及び快適な環境の保全と創造等 

  ・自然公園等の保護地域で、許認可による自然景観等への影響低減や、自然保護監視員 

の配置による定期的な監視、利用者指導を実施 

  ・道内で生物多様性保全等に関して優れた活動・模範的な活動を行う企業等を表彰する 

「未来へつなぐ！北国のいきもの守りたい賞」で 2企業・1団体を表彰 

 

  ■自然とのふれあいの推進 

  ・令和 5年（2023 年）9月に、「アドベンチャートラベル・ワールドサミット（ATWS）」 

がアジアで初めて北海道で実地開催され、64 の国と地域から 773 名の関係者が参加 

  ・自然公園の風致景観の保護や快適な利用を図るため、国立・国定公園、道立自然公 

   園において、施設の再整備や補修等を実施 

・令和 6年（2024 年）3月、酪農学園大学構内に、国内初の災害時に被災地の動物保 

護拠点として運搬・設置が可能な可動型の北海道立動物愛護センターを開所 

 

  ■野生生物の保護管理 

・令和 6年（2024 年）1月から令和 8年（2026 年）12 月までの 3年間を緊急対策期間 

に設定し、メスジカの積極的な捕獲など適正な個体数管理を推進 

  ・ヒグマ対策として「人里出没抑制等のための春期管理捕獲」の実施や、専門的知識 

を有する職員の配置を進めるなど人材育成を実施 

 

 

■エゾシカの推定生息数の推移 
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第４章 安全・安心な地域環境の確保 
 
 ［主な状況］ 
 
■大気環境基準達成状況（R4 年度（2022 年度））（達成率：100%） 

区  分 測定局数 環境基準 環境基準達成測定局数 達成率（%） 

窒素酸化物（NO2） 64 0.06ppm 64  100 

浮遊粒子状物質（SPM） 60 0.1mg 60  100 

硫黄酸化物（SO2） 56 0.04ppm 56  100 

計 180 - 180  100 
 

■公共用水域の環境基準達成率の推移（水域別）※R5 は速報値（達成率：90.5%） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 ［主な取組］ 
 
 ■大気・水環境の保全 
  ・工場等への立入検査による監視・指導 
  ・道民への注意喚起を目的とした PM2.5に係る測定データ等の公開 
  ・安全で安心な水道水を安定的に確保するため、水道事業者間の広域連携を推進する 

ほか、水質管理のための検査や連絡体制の整備等を実施 
 
 ■その他の環境保全対策 
  ・自動車、航空機騒音の環境基準達成状況の把握、関係自治体等と連携した騒音防止 

 対策の推進 
 

 第５章 共通的・基盤的な施策 
 
 ［主な取組］ 
 
 ■環境に配慮する人づくりの推進 
  ・住民団体等が開催する環境学習講座への講師派遣事業である「地域環境学習講座 

『eco-アカデミア』」の実施 
  ・企業等の支援を受けて、小学生を対象とした環境教育を行う北海道フロンティアキ 

ッズ育成事業を道教育庁などと協働実施 
  ・道民、事業者、行政が連携して環境保全活動に取り組む環境道民会議が､「循環経済」 

をテーマに、構成員の情報共有を目的としたウィンターミーティングを開催 
 
 ■環境に配慮した事業活動の推進 

 ・「北海道グリーン購入基本方針」に基づき環境物品等を優先的に調達 
 ・発電所の建設など、環境に著しい影響を及ぼす大規模事業について環境への配慮が 
  適切に行われるよう、環境影響評価手続きを実施 

 

 第６章 地域における主な環境保全の取組 

  各(総合)振興局によるゼロカーボン北海道に関するパネル展の開催や、自然環境や野

生生物に関する学校への出前講座など地域の環境保全に係る普及啓発等の取組を紹介 


